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資料第1号

総合計画の進捗管理について

総合政策局 都市政策課

① 現構想策定時との時代認識の比較
② 総合計画への市民意見の反映手法



(2) 社会経済情勢の変動

(3) 地方分権と住民主体のまちづくり

(4) 環境問題の顕在化

(5) 情報社会の進展

(6) 市民生活を支える財政

(7) 次代に引き継ぐ資産の活用

現総計策定時の調査項目

今後、人口減少・少子・高齢社会のさらなる
進行により、国の自治体戦略2040構想研究
会・地方制度調査会でも検討されているよう
に、自治体行政の在り方を大きく変えていく
必要がある。
高齢者人口が最大となる2040年頃を見据えて、
本市で優先すべき課題等について調査・分析
を行う。

・AI・ロボティクスの活用

・フルセット主義からの脱却

分析のベース

・プラットフォーム・ビルダーへの転換

〇 スマート自治体への転換

〇 公共私によるくらしの維持

〇 圏域マネジメント

・新しい公共私の協力関係の構築
・くらしを支える担い手の確保

・標準化された共通基盤の活用

① 更なる人口減少、少子高齢化の進行

② 医療、介護ニーズの増

③ インフラ・公共施設の老朽化

④ 都市部人口の低密度化

⑤ 労働力の減少

※下線は総計審の意見にもあった項目【参考】自治体戦略2040構想

65歳以上人口が最大となる2040年頃の自治体が
抱える行政課題からバックキャスト

(1) 人口減少、少子・高齢社会の進行 ■ 人口減少・少子・高齢社会

・生活機能が集中した住みやすい空間の形成
〇 都市圏における生活機能の充実

・買い物、医療、介護、子育て、防災など、
利便性の高い職住近接の拠点都市



より具体的な
人口減少社会の想定

（2040構想）

2040年（人口減少社会）における課題の抽出
（人口、財政、情報化など、客観的データの整理 )

市民とのワークショップ

市による分析

人口減少、少子高齢社会の視点は現総
計にも盛り込まれており、後期計画では
ファミリー世帯の定住・転入促進を最重要
課題とし、まちの魅力発信を軸に施策を
展開している。

さらに進行する人口減少や少子高齢化、
情報技術の進化を踏まえた国の検討に
より、将来の課題や対策が明確化されつ
つあり、課題や対策を共有したうえで今
何が必要かをともに考え、将来に向けた
行動につなげていく視点が重要

・現在の尼崎を学び、20年後の尼崎と自分を取り巻
く環境を考える（まちの課題を共有）。

・行動に移すことを手応えに

・2040年に向けてできる（社会を変える）ことを考え
る。（バックキャスト）

【WSのメンバー（案）】
・ワークショップについては、ファシリテータを活用しながら、積極的にま
ちづくりに関わる意識をもった人を中心に開催

【WSの手法（案）】
・フューチャーデザインの手法（現役世代VS仮想将来世代での討論）
・行動しなかった場合（現状のまま）と行動に移した場合（変化した場合）
という複数の未来を設定し討論

【WSの視点（案）】
・将来のまちづくりが夢物語で終わるのではなく、限られた財源をどのよう
に使っていくかの視点
・社会の流れ、先進事例を参考にまちづくりのために自分達が何ができるの
かを考える視点



①「“未来”から“今”を考えるワークショップ」（６地区で開催）
➣ファシリテータを活用し、まちづくりに関わる意識をもった人を中心に６地区で開催

②サマセミでの講座
➣ゲーム感覚で、市民とともに未来のまちづくりについて考える機会とする。

③高校生とのワークショップ
➣市内在住又は在学の高校生を対象に、まちづくりを体験してもらう「あまらぶジュニアコース」に
参加し、高校生の生の声を把握する。
④関係団体とのワークショップ
➣商工会議所まちづくり委員会と連携し「まちづくり」についてともに学び、意見交換を行う機会と
する。

①ファミリー世帯向けアンケート
➣本市の最重要課題として位置付けているファミリー世帯の定住転入の促進に向け、総合戦略策定時
に実施したアンケートと比較分析を行う。

②市民意識調査
➣総計に示す各施策や取り組み状況について把握を行うためにアンケート調査を実施する。

③ネットアンケート
➣総計に示す市民・事業者の役割部分について、点検を行うためにネットアンケートを活用する。

➣市職員向けに現在の総計の使いやすい部分、使いにくい部分などの意見を集め、次期総合計画策定
に向けた参考とする。
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【まとめ】 総合計画点検の全体像

現構想策定時との時代認識の比較
（2040年を見据えて）

“未来”から“今”を考えるWS等の展開
※庁内各課と連携

職員との総合計画の点検
※庁内キャラバン等

施策評価

計画間連携の取組

【R2年7月】 次期計画に向けた「留意事項」に落とし込み

【R2年8月】 次期計画策定の諮問

市による周知

【R2年8月～R4年6月】 計画検討・策定（議決）

市民による周知
※市民懇話会設置or推進員制度など

各種アンケート調査

【R4年～】
【R4年～】


